
















A survey research and analysis of the intention to move in elderly people












This study aims to obtain insights into how to plan housing for elderly people. This 
paper presents the results of a questionnaire about moving in elderly people with a 
sample of elderly people over 65 years old living in urban areas and suburban areas.
The responses were divided into five categories based on attitudes toward moving: negative, 
continue as is and maintain the status quo, conflicting, anxious, and positive. The characteristics 
of the five categories were analyzed using cross-tabulation of the factors inhibiting moving, and 
we tried to obtain a paradigm of ideas on moving using the free descriptive answers.
Our main results are as follows:
（1） Men had a higher percentage of negative and continue responses than women.
（2） Persons living outside cities had a higher percentage of continue responses than 
persons living in urban areas.
（3） The negative, anxiety, and positive categories felt very uneasy about moving in elderly people.
（4） Free descriptive answers were analyzed using a grounded theory approach, and we 
made an associated chart of ideas on moving.
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Ⅰ　消極群（n = 58, 33.7%）：
　　  抵抗がない訳ではなく，願望がない
Ⅱ　継続群（n = 48, 27.9%）：
　　  願望がある訳ではないが，抵抗はない
Ⅲ　葛藤群（n = 17, 9.9%）：
　　  願望・抵抗ともにどちらともいえない
Ⅳ　不安群（n = 42, 24.4%）：
　　  願望がない訳ではないが，抵抗はある
Ⅴ　積極群（n = 7, 4.1%）：
　　  抵抗がある訳ではなく，願望がある
表3　転居への抵抗感と転居願望（転居意向の分類）
３）転居意向と影響要因との関係
転居意向の5群と影響要因のクロス集計表から群間
比較をおこなった．特徴がみられたものを表4に示す（7）．
a　性別
男性は消極群37.5%，継続群32.8%で合わせて
70.3%を占め，転居願望の低い群が中心である．女性は
男性に比べて葛藤群（13.3%）と積極群（6.6%）の比率が
高く，積極群は女性のみで構成されている．女性に比べ
て男性は転居願望が低い傾向が読み取れる．男性は女
性に比べて平均寿命が短く一人暮らしの比率も低い（内
閣府 2020：10）．また，配偶者との死別後の年数も女性
より短い（8）．この点が男性の転居願望の低さにも関わっ
ていると考えられる．
b　年齢
「64歳以下」「65～74歳」は消極群・不安群の順で比
率が高く両者で6割以上を占め，抵抗感をもつ群が中
心である．「75歳以上」は消極群と継続群で65%を占
め，積極群は僅かである．前期高齢期は転居に抵抗感
をもち，後期高齢期は転居願望が低いことが特徴的で
ある．前期高齢期は現状の体調に不安が少なく（内閣府 
2018b：12），健康が良好な状態での転居に抵抗を感じ
ていると推察される．また，年齢が上がるとともに自宅で
の居住継続を望む傾向があり（内閣府 2018a：82），こ
のことが後期高齢期の転居願望の低さにつながっている
と考えられる．
c　家族構成
「単身」「夫婦のみ」は消極群・不安群の順で比率が高
く，「同居」は継続群・消極群の順になっている．消極群
の比率の高さは共通しているが不安群と継続群の比率
に両者の差がある．単身，夫婦では現状で自立生活をし
ているため転居に抵抗があるが将来的な不安から転居
願望が生まれ，同居は現時点で要介護や緊急時の対応
が身近に確保できているため転居の抵抗感や転居願望
が生じにくいと推察される．
d　居住地域
市部は消極群（41.3%）次いで不安群（29.3%）と抵
抗感をもつ群の比率が高いが，積極群の7名中6名が市
部であり特徴的である．郡部は継続群（40.2%），消極群
（27.8%）の順であり，転居願望が低い群が全体の7割
を占める．市部に比べて郡部は転居に対して願望が低い
傾向にある．郡部では周辺に高齢者住宅自体が少なく，
整備されていても住宅の空間構成や提供されるサービス
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が介護施設に類似しているため（三宮 2019：200），健
康状態に問題がない時期での転居願望は生じにくいと考
えられる．
e　住宅の所有形態
166名（96.5%）が持家であり関係を読み取るのは難し
いが，借家に注目すると持家に比べて不安群と積極群の
比率が高く転居願望がやや高い．
f　転居経験・共同住宅での居住経験の有無
「転居経験なし」は継続群31.0%，不安群28.2%で，
対照的な群の比率が高い．「転居経験あり」は消極群
（39.8%），継続群（25.5%）の順で比率が高く転居願望
が低い群が中心であるが，積極群（7.1%）が「転居経験
あり」のみで構成されているのが特徴的である．
「転居経験あり」について共同住宅での居住経験を
みると，「居住経験なし」は消極群と継続群が同比率の
34.8%で合わせると約7割を占める．対して「居住経験あ
り」は消極群（42.5%）に次いで不安群（23.3%）の比率
が高く，積極群に注目すると7名中6名が「居住経験あり」
であった．
明瞭な差ではないが転居の経験や共同住宅での居住
経験がないと転居願望が低く，経験がある場合には転居
願望をもつ者の比率が高まる傾向が読み取れる．
４）転居意向と不安内容との関係
転居の不安内容について5段階のリッカート尺度で不
安度を評価した．各項目について「不安あり」と回答した
者の比率（「大変不安」「やや不安」の合計値の比率）を
表5に示した．なお，各項目の上位3位の群を色づけして
いる．
消極群は後述の継続群に次いで全体的に比率が低い
が，『住居の管理』『墓地の管理』といった現居住地の問
題や『転居後の生活費』『転居後の日常生活』といった転
居後の生活について，4割程度が「不安あり」としている．
継続群は多くの項目で1～2割程度であり最も不安を
感じていない群である．ただ『転居後の生活費』は35.4%
で他群と同様に比率が高い．
葛藤群は後述の不安群に次いで比率が高い群であ
る．『転居費用』『転居後の生活費』はそれぞれ41.2%と
47.1%，『家族関係』『交友関係』『地域の存続』はいずれ
表4　転居意向と影響要因の関係
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も29.4%で，経済的な不安や人とのつながりの継続に不
安を感じている．
不安群は5群の中で最も不安ありの比率が高い群で
ある．『転居後の生活費』『転居後の日常生活』はともに
61.9%で，転居後の生活に不安をもっている者が多い．
積極群は『住宅の管理』『転居費用』『転居先の情報』
がいずれも57.1%と高く，『転居後の生活費』『転居後の
日常生活』もともに42.9%であり，転居直近の課題と転
居後の生活に不安をもっている点が特徴的である．なお，
該当ケースが少ないため『地域の存続』『家族関係』『交
友関係』『相談相手』は「不安あり」がいなかった．
積極群・不安群はともに転居願望をもつ群である．願
望があることで転居の具体的なイメージにつながり，現
状の生活状態や経済状況，人間関係の継続など転居を
する上で直面する課題が認識され，それが転居への不
安感を生んでいると考えられる．
表5　転居の不安内容（不安ありの比率）
５）転居意識の構造化
①転居意識のカテゴリー分類
回答者172名のうち88名（51.2%）から自由記述の回
答を得た．意味する内容で文章を切片化し175件のデー
タに分解した．分析視点に含めていない7件のデータを
除く168件を分析対象とした（9）．
各データを同類の内容でまとめ，まとまりごとにラベル
付けた．さらに類似したラベルを整理してカテゴリーに分
け，最終的に38ラベル10カテゴリーに分類した（表6）．
【心身機能低下の不安】【他者への迷惑】【居住継続の
願望】【現状維持の努力】は現住居の居住継続の思いや
現状の不安を示すカテゴリーである．【居住継続上の問
題】は自宅・土地の処分の問題と地域の交通環境の不備
などの地域問題を含んでいる．【子どもとの関係】は［円
滑な関係］と［疎遠な関係］があり，関係性によって転居
に対する思いが異なる．【居住継続のあきらめ】は自宅や
地域での居住継続を断念する思いである．【転居の検討】
には［肯定的（転居したい）］［推量的（転居することになる
だろう）］［悲観的（転居せざるを得ない）］の三種の思い
がある．【転居の不安】は具体的に転居を検討する思い
で，自宅の処分方法や資金の問題，転居先の選択方法
などを含んでいる．一方で，転居については考えていな
いという【転居に対する無考え】があった．
表6　高齢期の転居への思いのカテゴリー分類
②転居意識のカテゴリーの関連性
現在の状況から転居の検討に至るまでの過程に沿っ
て分類したカテゴリーを関連づけることで転居意識の構
造化を試みた（図1）．
在宅生活への思いとして，【心身機能低下の不安】【他
者への迷惑】の一方で【居住継続の願望】があり，これ
を叶えるために【現状維持の努力】がある．しかし自宅で
の居住継続には［自宅や土地の問題］と［地域の問題］の
【居住継続上の問題】が関わってくる．
これらの問題に対して【子どもとの関係】があるが，関
係が円滑であれば相談や委ねることが可能であり相続
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継承や同居・近居の願望が生まれる．しかし関係が物理
的・心理的に疎遠になると子どもには期待できなくなる．
居住継続の問題解決が難しいと【居住継続のあきら
め】が生じ［転居を意識］するようになり，［高齢者住宅等
への転居意向］へと【転居の検討】に展開する．転居の意
向は必ずしも肯定的なものではなく推量的あるいは悲観
的な本人が望んでいない意向も含まれる．
転居へと意向が傾くと［自宅の処分］［経済面］［転居先
の選択］［転居先へのなじみ］の具体的な【転居の不安】
が表れる．
以上のように高齢期の転居を意識する一方で，希薄な
意識や不安の先送りのような【転居に対する無考え】の意
識も存在する．
５．まとめ
本稿は高齢期の転居意向を5群に分け，影響要因お
よび不安内容との関係を読み取った．得られた結果をま
とめると以下のとおりである．
消極群と継続群は男性，後期高齢者，同居，郡部居
住者の比率が高く，不安群と積極群は女性，前期高齢
者，単身・夫婦のみ，市部居住者の比率が高い傾向に
あった．また，積極群と不安群は転居の不安が強く，とく
に転居費用や転居先の情報，転居後の生活など具体的
な転居の課題が挙げられていた．消極群も転居先の情
報と転居後の生活に不安を持っていた．転居に対する思
いの自由記述をカテゴリーに分けて整理したことで，転
居の意識を構造化することができた．
図1　高齢期における転居に対する思いのカテゴリー関連図
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６．今後の課題
本稿は高齢期における転居意向の違いによる影響要
因と不安内容の特徴の読み取りと，自由記述に基づく転
居の意識の構造化に止まっている．そのため現状維持ま
たは転居を希望する者それぞれの転居意向に応じた住
まいの選択の問題の解明には至っていない．また，市部
と群部でも特徴が異なると考えられる（10）．本稿の知見を
踏まえて今後はすでに転居した事例をとおして現状維持
の困難さや転居上の課題を明らかにし，住宅政策として
の高齢者住宅の整備のあり方を示す予定である．
　
注
（1）現在の住居のデータは「現在の住居に，とくに改修な
どはせずそのまま住み続けたい」と「現在の住宅を改修
し住みやすくする」を合算した値を示した．またケア付き
住宅の2000年度のデータは公的と民間を合算した値と
し，2018年度の値は「サービス付き高齢者向け住宅に
入居する」の項目を比較対象として引用した．
（2）本研究における「高齢者住宅」とは，高齢者の身体機
能や認知機能，介護・福祉サービス等の状況を考慮した
部屋の配置や設備等を備えたサービス付き高齢者向け
住宅や有料老人ホームを指し，特別養護老人ホームなど
の社会福祉施設と区別している．
（3）一般社団法人高齢者住宅協会の公表資料によると，
2011年10月に制度化・登録が開始されたサービス付
き高齢者向け住宅は，2020年5月末時点で登録戸数
255,280戸（7,607棟）まで整備が進んでいる．2016年
3月に閣議決定した住生活基本計画（全国計画）では，
2025年までに高齢者人口（推計3,677万人）に対する高
齢者向け住宅の割合を4%（推計147万人分）にすること
としている．なお，推計値は令和元年版高齢社会白書に
よる．
（4）B市は1市3町が合併した都市である．合併前の旧市
を「市部」，編入した旧町を「郡部」とした．郡部の調査
対象地域は旧3町のうち調査協力の得られた1町で，調
査票は区長を通じて高齢者を含む世帯に対して配布を
依頼した．
（5）分析では各項目の無回答を除いている．無回答数に
ついては表中のN/Aで示している．
（6）表1中の「6.転居についての自由記述」の設問は「高
齢期の転居について不安や問題に感じていることを，思
いつくまま自由に記述してください」とした．
（7）影響要因として設定した「就業・社会活動の有無」
「現住居での居住年数」については，転居意向との関係
を読み取ることができなかった．これらの集計結果は既
報（三宮 2020a）で公表している．
（8）国立社会保障・人口問題研究所が2009年に実施し
た第6回世帯動態調査の結果表を用いて65歳以上の配
偶者と死別後の年数を再集計したところ，5年未満は男
性34.8%，女性22.6%であるのに対し，20年以上は男性
17.4%，女性30.9%であった．
（9）例えば，『健康とお金が心配である』という記述の場
合，『健康が心配である』と『お金が心配である』とに切り
分けた．分析から除いたデータは過疎化する地域の実情
や親の転居問題の記述などである．
（10）今回の調査データを用いて居住地ごとに分析を試
みたが，各群のケース数が非常に小さくなったため有用
な分析結果には至っていない．
本研究は九州保健福祉大学倫理委員会の承認を経
て実施した．
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